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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、前記エネルギー線
硬化型粘着剤層が、側鎖に、エネルギー線による励起下で重合反応を開始させるラジカル
発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなり、
　前記ラジカル発生基が、ヒドロキシ基を有する光重合開始剤のヒドロキシ基に、重合性
の二重結合を有する化合物を付加して得られるモノマーに由来してなるエネルギー線硬化
型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シートであって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　１２０℃加熱後の重量減少率が、１２０℃加熱前の重量を基準として、１．１０％以下
であることを特徴とする粘着シート。
【請求項２】
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、前記エネルギー線
硬化型粘着剤層が、側鎖に、エネルギー線による励起下で重合反応を開始させるラジカル
発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなり、
　前記ラジカル発生基が、ヒドロキシ基を有する光重合開始剤のヒドロキシ基に、重合性
の二重結合を有する化合物を付加して得られるモノマーに由来してなるエネルギー線硬化



(2) JP 5727688 B2 2015.6.3

10

20

30

40

50

型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シートであって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物における分子量１０００以下の低分子量化合物の
含有量が３重量％以下であることを特徴とする粘着シート。
【請求項３】
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、前記エネルギー線
硬化型粘着剤層が、側鎖に、エネルギー線による励起下で重合反応を開始させるラジカル
発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなり、
　前記ラジカル発生基が、ヒドロキシ基を有する光重合開始剤のヒドロキシ基に、重合性
の二重結合を有する化合物を付加して得られるモノマーに由来してなるエネルギー線硬化
型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シートであって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　１２０℃加熱後の重量減少率が、１２０℃加熱前の重量を基準として、１．１０％以下
であり、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物における分子量１０００以下の低分子量化
合物の含有量が３重量％以下であることを特徴とする粘着シート。
【請求項４】
　前記ラジカル発生基が、芳香環に置換基を有してもよいフェニルカルボニル基を含む基
である請求項１～３のいずれかに記載の粘着シート。
【請求項５】
　前記エネルギー線硬化型重合体の重量平均分子量が３０万～１６０万である請求項１～
４のいずれかに記載の粘着シート。
【請求項６】
　半導体ウエハの加工に用いる請求項１～５のいずれかに記載の粘着シート。
【請求項７】
　半導体ウエハの加工に用いる、
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、主鎖または側鎖に、エネルギー線による励起下で
重合反応を開始させるラジカル発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなるエ
ネルギー線硬化型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シート
であって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　１２０℃加熱後の重量減少率が、１２０℃加熱前の重量を基準として、１．１０％以下
であることを特徴とする粘着シート。
【請求項８】
　半導体ウエハの加工に用いる、
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、主鎖または側鎖に、エネルギー線による励起下で
重合反応を開始させるラジカル発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなるエ
ネルギー線硬化型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シート
であって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
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上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物における分子量１０００以下の低分子量化合物の
含有量が３重量％以下であることを特徴とする粘着シート。
【請求項９】
　半導体ウエハの加工に用いる、
　基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、主鎖または側鎖に、エネルギー線による励起下で
重合反応を開始させるラジカル発生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなるエ
ネルギー線硬化型重合体を含有するエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シート
であって、
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物を前記基材
上に塗工することによって得られ、または、前記エネルギー線硬化型粘着剤層が、前記エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物を剥離フィルム上に塗工した後に、前記基材に転写するこ
とによって得られ、
　１２０℃加熱後の重量減少率が、１２０℃加熱前の重量を基準として、１．１０％以下
であり、前記エネルギー線硬化型粘着剤組成物における分子量１０００以下の低分子量化
合物の含有量が３重量％以下であることを特徴とする粘着シート。
【請求項１０】
　前記ラジカル発生基が、芳香環に置換基を有してもよいフェニルカルボニル基を含む基
である請求項７～９のいずれかに記載の粘着シート。
【請求項１１】
　　前記エネルギー線硬化型重合体の重量平均分子量が３０万～１６０万である請求項７
～１０のいずれかに記載の粘着シート。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれかに記載の粘着シートのエネルギー線硬化型粘着剤層に、表面
に回路が形成された半導体ウエハの回路表面を貼付し、該ウエハの裏面加工を行う半導体
ウエハの加工方法。
【請求項１３】
　前記半導体ウエハの裏面加工が、裏面研削である請求項１２に記載の半導体ウエハの加
工方法。
【請求項１４】
　請求項１～１１のいずれかに記載の粘着シートのエネルギー線硬化型粘着剤層に、表面
に回路が形成された半導体ウエハの裏面を貼付し、該ウエハのダイシングを行う半導体ウ
エハの加工方法。
【請求項１５】
　加熱または発熱を伴う工程をさらに含む請求項１２～１４のいずれかに記載の半導体ウ
エハの加工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エネルギー線硬化型重合体、粘着剤組成物およびそれを用いた粘着シートに
関する。また、本発明は半導体ウエハの加工方法に関し、特に半導体ウエハの裏面加工や
半導体ウエハのダイシング加工に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体ウエハは表面に回路が形成された後、ウエハの裏面側に研削加工を施し、ウエハ
の厚さを調整する裏面研削工程やウエハを所定のチップサイズに個片化するダイシング工
程が行われる。また裏面研削工程に続いて、さらに裏面にエッチング処理などの発熱を伴
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う加工処理が施されることがある。
【０００３】
　裏面の研削におけるエッチング時では、回路を保護するためにウエハの回路表面にはバ
ックグラインドテープと呼ばれる粘着シートが貼付される。またウエハのダイシング時に
は、ダイシングより形成されるチップの飛散を防止するため、ウエハ裏面側にダイシング
テープと呼ばれる粘着シートが貼付される（以下、このような粘着シートを総称して、「
半導体ウエハ加工用粘着シート」または「ウエハ加工用粘着シート」と記載することがあ
る）。
【０００４】
　これらのウエハ加工用粘着シート、特にバックグラインドテープにおいては、
　回路やウエハ本体へのダメージを防止すること、
　剥離後の回路上に粘着剤が残留（糊残り）しないこと、
　裏面研削時に発生する研削屑の洗い流しや研削時に発生する熱を除去するための研削水
が回路面に浸入することを防止すること、
　研削後のウエハの厚み精度を充分に保つこと、などが要求される。
【０００５】
　さらに裏面に発熱や加熱を伴う加工処理を施す際には、粘着剤層から揮発成分が発生し
ないことが求められる。
【０００６】
　またダイシングテープにおいては、
　ダイシング時にはウエハを充分な接着力で保持できること、
　チップのピックアップ時には、チップをダイシングテープから容易に剥離できること、
　ピックアップされたチップ裏面に粘着剤が残留しないこと、
　ダイシング時の切削水によって、粘着剤層に含まれる低分子量化合物が流失しないこと
、などが要求される。
【０００７】
　このようなウエハ加工用粘着シートとしては、樹脂フィルムからなる基材上に紫外線な
どのエネルギー線により硬化するエネルギー線硬化型粘着剤層が設けられた粘着シートが
広く用いられている。エネルギー線硬化型の粘着シートによれば、ウエハの裏面研削時、
ダイシング時には強い接着力でウエハ（チップ）を保持できるため、回路面への切削水の
浸入やチップの飛散を防止できる。また裏面研削終了後あるいはダイシング終了後には、
粘着剤層にエネルギー線を照射することで粘着剤層が硬化して接着力が低減されるため、
糊残りすることなくウエハ（チップ）を粘着シートから剥離できる。
【０００８】
　エネルギー線硬化型粘着剤としては、アクリル系の粘着ポリマーに比較的低分子量のエ
ネルギー線硬化性樹脂および光重合開始剤を配合してなる粘着剤が知られている。しかし
、かかる粘着剤においては各成分の混合が必ずしも均一ではなく、また低分子量物質を含
むためエネルギー線硬化を行っても粘着剤の硬化不全が起きたり、低分子量物質が未反応
で残留することがある。このため、ウエハ（チップ）に粘着剤が残留したり、低分子量物
質によりウエハ（チップ）が汚染されることがあった。
【０００９】
　このような問題を解消するため、アクリル系の粘着ポリマーにエネルギー線重合性基を
含む化合物を反応させ、粘着ポリマーの分子内にエネルギー線重合性基を導入したエネル
ギー線重合性粘着ポリマー（以下、「重合性基アダクト型粘着剤」と記載することがある
）と、光重合開始剤とからなるエネルギー線硬化型粘着剤層を有するウエハ加工用粘着シ
ートが提案されている（特許文献１）。このような重合性基アダクト型粘着剤によれば、
重合性基が粘着剤層内に均一に分散し、また低分子量物質も少ないため硬化不全や低分子
量物質による汚染が低減される。
【００１０】
　また同様に、エネルギー線照射後の粘着剤の硬化不全を防止するために粘着ポリマー鎖
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にエネルギーによる励起下で重合反応を開始させる遊離基を形成する基を結合させたポリ
マー（特許文献２）、あるいは粘着ポリマー鎖に光重合開始剤を結合させたポリマー（特
許文献３）が提案されている（以下、これらを「ラジカル発生基アダクト型粘着剤」と記
載することがある）。これらのラジカル発生基アダクト型粘着剤は、それ自体は重合性を
有しないため、前述したような比較的低分子量のエネルギー線硬化性樹脂とともに用いら
れる。
【特許文献１】特開平9-298173号公報
【特許文献２】特開平8-333555号公報
【特許文献３】特開平9-111200号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上記特許文献１に記載の重合性基アダクト型粘着剤を使用するエネルギー線硬化型粘着
剤においては、重合性基アダクト型粘着剤とともに光重合開始剤が配合される。また特許
文献２および３のラジカル発生基アダクト型粘着剤はエネルギー線硬化性樹脂と併用され
る。光重合開始剤およびエネルギー線硬化性樹脂はいずれも比較的低分子量の化合物であ
る。
【００１２】
　エネルギー線硬化型粘着剤層は、上記の成分を溶剤で希釈した後に基材や剥離フィルム
上に塗工、乾燥して得られる。ところがエネルギー線硬化型粘着剤中に低分子量化合物が
含まれている場合には乾燥時に低分子量化合物が揮発してしまい、設計した組成の粘着剤
層が得られない場合があった。
【００１３】
　例えば低分子量の光重合開始剤を使用する場合、塗工、乾燥時に光重合開始剤が揮発し
ている。これが過剰に起こるとエネルギー線照射による粘着剤層の硬化が不十分となり、
これによる硬化後の粘着力の上昇や被着体に対する糊残りを引き起こす問題がある。
【００１４】
　またウエハ加工用粘着シートを用いてウエハ加工を行う際には、半導体ウエハに加熱処
理を施す場合や、ドライエッチングのような加熱工程もしくは発熱を伴う加工を行う場合
、減圧下や真空空間で加工を行う場合がある。この際に硬化後の粘着剤層中に残留する低
分子量化合物が揮発して前記と同様の問題を引き起こしたり、発生したアウトガス成分に
より半導体装置を汚染する可能性がある。
【００１５】
　さらにウエハ加工用として用いる場合、ウエハの裏面研削やダイシング時に発生する熱
や切屑を除去するために水を噴霧する。この際に粘着剤層に含まれる低分子量化合物が流
失する可能性がある。
【００１６】
　したがって本発明は、ウエハ加工用粘着シートに用いられるエネルギー線硬化型粘着剤
組成物において、該組成物に含まれる低分子量化合物の揮発に伴う諸問題を解消すること
を目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　このような課題の解決を目的とした本発明の要旨は以下のとおりである。
【００１８】
（１）主鎖または側鎖に、エネルギー線による励起下で重合反応を開始させるラジカル発
生基、およびエネルギー線重合性基が結合されてなるエネルギー線硬化型重合体。
【００１９】
（２）前記ラジカル発生基が、芳香環に置換基を有してもよいフェニルカルボニル基を含
む基である（１）に記載のエネルギー線硬化型重合体。
【００２０】
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（３）前記ラジカル発生基が、ヒドロキシ基を有する光重合開始剤のヒドロキシ基に、重
合性の二重結合を有する化合物を付加して得られるモノマーに由来してなる（１）～（２
）に記載のエネルギー線硬化型重合体。
【００２１】
（４）重量平均分子量が３０万～１６０万である（１）～（３）のいずれかに記載のエネ
ルギー線硬化型重合体。
【００２２】
（５）前記（１）～（４）のいずれかに記載のエネルギー線硬化型重合体を含有するエネ
ルギー線硬化型粘着剤組成物。
【００２３】
（６）基材とその上に形成されたエネルギー線硬化型粘着剤層とからなり、前記エネルギ
ー線硬化型粘着剤層が、（５）に記載のエネルギー線硬化型粘着剤組成物からなる粘着シ
ート。
【００２４】
（７）半導体ウエハの加工に用いる（６）に記載の粘着シート。
【００２５】
（８）前記（７）に記載の粘着シートのエネルギー線硬化型粘着剤層に、表面に回路が形
成された半導体ウエハの回路表面を貼付し、該ウエハの裏面加工を行う半導体ウエハの加
工方法。
【００２６】
（９）前記半導体ウエハの裏面加工が、裏面研削である（８）に記載の半導体ウエハの加
工方法。
【００２７】
（１０）前記（７）に記載の粘着シートのエネルギー線硬化型粘着剤層に、表面に回路が
形成された半導体ウエハの裏面を貼付し、該ウエハのダイシングを行う半導体ウエハの加
工方法。
【００２８】
（１１）加熱または発熱を伴う工程をさらに含む（８）～（１０）のいずれかに記載の半
導体ウエハの加工方法。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によれば、粘着シートにおいてエネルギー線による硬化前および硬化後の粘着剤
に含まれる低分子量化合物量が著しく低減されるため、低分子量化合物の揮発に伴う組成
変化、アウトガス発生等の諸問題を解消することができる。さらに半導体ウエハ加工用と
して用いる場合、ウエハの裏面研削やダイシング時に発生する熱や切屑を除去するために
水を噴霧するが、粘着剤に含まれる低分子量化合物量が著しく低減されるため、低分子量
化合物の流失による粘着剤層の組成変化もない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下本発明の好ましい態様について、その最良の形態も含めてさらに具体的に説明する
。
【００３１】
　本発明のエネルギー線硬化型重合体（Ａ）は、主鎖または側鎖に、エネルギー線による
励起下で重合反応を開始させるラジカル発生基、およびエネルギー線重合性基が結合され
てなるエネルギー線硬化型重合体である。好ましい態様として、ラジカル発生基含有モノ
マー単位、官能基含有モノマー単位、必要に応じてその他のモノマー単位、を有するラジ
カル発生基含有重合体（ａ１）と、該官能基と反応する置換基を有するエネルギー線重合
性基含有化合物（ａ２）とを反応させることによって得られる。
【００３２】
［ラジカル発生基含有モノマー］
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　本発明に用いられるラジカル発生基含有モノマーは、本発明のエネルギー線硬化型重合
体のラジカル発生基を誘導するモノマーとなる。該モノマーは、重合性の二重結合と、エ
ネルギー線による励起下で重合反応を開始させる遊離基（ラジカル）を発生する基（ラジ
カル発生基）を有する。ラジカル発生基としては、例えば下記一般式で示されるような芳
香環に置換基を有していてもよいフェニルカルボニル基を含む基が使用できる。
【化１】

【００３３】
（Ｒ1　は水素原子または炭素数１～１２の炭化水素基であり、Ｒ1 中にエーテル結合お
よびヒドロキシ基を有してもよい）
　このようなラジカル発生基含有モノマーは、例えばラジカル発生基を有する化合物と、
重合性の二重結合を有する化合物との付加反応によって得られる。
【００３４】
　ラジカル発生基を有する化合物としては、例えばヒドロキシ基を有する光重合開始剤が
あげられる。具体的には、　
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【化２】

　などが挙げられる。
【００３５】
　このようなラジカル発生基を有する化合物と重合性の二重結合を有する化合物の付加反
応により得られるモノマーが、ラジカル発生基含有モノマーとして好ましい。
【００３６】
　重合性の二重結合を有する化合物としては、ヒドロキシ基と反応する官能基を有する重
合性の二重結合を有する化合物が好ましく、例えばメタクリロイルオキシエチルイソシア
ナート、メタ－イソプロペニル－α，α－ジメチルベンジルイソシアナート、メタクリロ
イルイソシアナート、アリルイソシアナート、グリシジル（メタ）アクリレート；（メタ
）アクリル酸等が挙げられる。また、ジイソシアナート化合物またはポリイソシアナート
化合物と、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとの反応により得られるアクリロイル
モノイソシアナート化合物、ジイソシアナート化合物またはポリイソシアナート化合物と
、ポリオール化合物と、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとの反応により得られる
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アクリロイルモノイソシアナート化合物などがあげられる。
【００３７】
　前述のヒドロキシ基とラジカル発生基を有する化合物と、前述の重合性の二重結合を有
する化合物（たとえば、メタクリロイルオキシエチルイソシアナート）とを反応させると
、ラジカル発生基を有する化合物のヒドロキシ基と重合性の二重結合を有する化合物の官
能基（たとえばイソシアナート基）とが反応し、重合性の二重結合を有するラジカル発生
基含有モノマーが得られる。
【００３８】
　モノマーの他の具体例として、ｏ－アクリロイルベンゾフェノン、ｐ－アクリロイルベ
ンゾフェノン、ｏ－メタクリロイルベンゾフェノン、ｐ－メタクリロイルベンゾフェノン
、ｐ－（メタ）アクリロイルエトキシベンゾフェノン、下記一般式に示されるベンゾフェ
ノンカルボン酸から誘導される２～１２のメチレン基を持つモノヒドロキシアルキルアク
リレートあるいはモノヒドロキシメタククリレートのベンゾフェノンカルボン酸エステル
【化３】

　（Ｒ1 ，Ｒ2 はそれぞれ水素原子または炭素数１～４のアルキル基、Ｒ3 は水素原子ま
たはメチル基、ｍは２～１２）、および下記一般式に示す化合物
【化４】

（Ｒ1 ，Ｒ2 はそれぞれ水素原子または炭素数１～４のアルキル基、Ｒ3 ，Ｒ4はそれぞ
れ水素原子またはメチル基を示す）等が挙げられる。
【００３９】
［ラジカル発生基含有重合体（ａ１）］
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）は、前述したラジカル発生基含有モノマーと、エネ
ルギー線重合性基を導入するための官能基含有モノマーと、必要に応じてその他のモノマ
ーを重合してなる。
【００４０】
［官能基含有モノマー］
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）を構成する官能基含有モノマーは、本発明のエネル
ギー線硬化型重合体にエネルギー線重合性基を導入するためのモノマーであり、重合性の
二重結合と、ヒドロキシ基、カルボキシル基、アミノ基、置換アミノ基、エポキシ基等の
官能基を分子内に有するモノマーであり、好ましくはヒドロキシ基含有不飽和化合物、カ
ルボキシル基含有不飽和化合物が用いられる。
【００４１】
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　このような官能基含有モノマーのさらに具体的な例としては、２－ヒドロキシエチルア
クリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレー
ト、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、２－ヒドロキシブチルアクリレート、２－
ヒドロキシブチルメタクリレート等のヒドロキシ基含有アクリレート、アクリル酸、メタ
クリル酸、イタコン酸等のカルボキシル基含有化合物があげられる。上記の官能基含有モ
ノマーは、１種単独で、または２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００４２】
［その他のモノマー］
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）を構成するその他のモノマーとしては特に限定はさ
れないが、重合体としては例えばアクリル系モノマーを主体として用いたアクリル系共重
合体や、オレフィン系モノマーを主体として用いたオレフィン系共重合体などが考えられ
る。本発明のエネルギー線硬化型重合体を粘着剤として用いるのであれば、比較的粘着力
の制御が容易な各種のアクリル系共重合体が好ましく、種々のアクリル系モノマーが構成
単位として用いられる。
【００４３】
　アクリル系モノマーとしてはアルキル基の炭素数が１～１８である（メタ）アクリル酸
アルキルエステルが用いられる。（メタ）アクリル酸アルキルエステルの誘導体としては
、アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸エチル、ア
クリル酸プロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸イソプロピル、メタクリル酸イソ
プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、メ
タクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｎ－ヘキシル、アクリル酸２エチルヘキシル、メタ
クリル酸２エチルヘキシル、アクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ラウリル、ジメチ
ルアクリルアミド等が挙げられる。
【００４４】
　さらに前述のエステル単量体と共重合可能なビニル系単量体を共重合させてもよい。共
重合可能なビニル系単量体として、スチレン、α―メチルスチレン、ビニルトルエン、蟻
酸ビニル、酢酸ビニル、アクリロニトリル、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシ
ジル等が挙げられる。
【００４５】
［ラジカル発生基含有重合体（ａ１）の作成］
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）は、前述したラジカル発生基含有モノマーと、官能
基含有モノマーと、必要に応じてその他のモノマーを重合してなる。
【００４６】
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）は、前述のラジカル発生基含有モノマーから導かれ
る構成単位を通常０．１～３０重量％、好ましくは０．５～１０重量％、特に好ましくは
１～５重量％の割合で含有し、前述の官能基含有モノマーから導かれる構成単位を通常１
～７０重量％、好ましくは５～４０重量％、特に好ましくは１０～３０重量％の割合で含
有し、前述のその他のモノマーから導かれる構成単位を通常０～９９重量％、好ましくは
３５～９０重量％、特に好ましくは５０～８０重量％の割合で含有してなる。
【００４７】
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）は、上記のようなラジカル発生基含有モノマーと、
官能基含有モノマーと、その他のモノマーを常法にて共重合することにより得られるが、
ラジカル発生基含有重合体（ａ１）の製造方法については、特に限定されるものではなく
、例えば溶剤、連鎖移動剤、重合開始剤等の存在下で溶液重合する方法や、乳化剤、連鎖
移動剤、重合開始剤、分散剤等の存在下の水系でエマルション重合する方法にて製造され
る。
【００４８】
　なお重合時のモノマーの濃度は、通常３０～７０重量％、好ましくは４０～６０重量％
程度が適当である。また、重合の際に使用される重合開始剤としては、例えば過硫酸カリ
ウム、過硫酸アンモニウム等の過硫酸塩、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，
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ンゾイルパーオキサイド、ラウリルパーオキサイド等の過酸化物、過硫酸アンモニウムと
亜硫酸ソーダ、酸性亜硫酸ソーダ等との組み合わせからなる、所謂レドックス系の重合開
始剤等が挙げられる。前述の重合開始剤の使用量は、通常重合に供するモノマー全量に対
して、０．２～２重量％、より好ましくは、０．３～１重量％の範囲で調節される。
【００４９】
　さらに共重合に際して添加する連鎖移動剤としては、オクチルメルカプタン、ノニルメ
ルカプタン、デシルメルカプタン、ドデシルメルカプタン等のアルキルメルカプタン類、
チオグリコール酸オクチル、チオグリコール酸ノニル、チオグリコール酸－２－エチルヘ
キシル、β－メルカプトプロピオン酸－２－エチルヘキシル等のチオグリコール酸エステ
ル類、２，４－ジフェニル－４－メチル－１－ペンテン、１－メチル－４－イソプロピリ
デン－１－シクロヘキセン等を挙げることができる。特にチオグリコール酸エステル類、
２，４－ジフェニル－４－メチル－１－ペンテン、１－メチル－４－イソプロピリデン－
１－シクロヘキセンを使用した場合には、得られる共重合体が低臭気となり好ましい。な
お連鎖移動剤の使用量は、重合させる全モノマーの０．００１～３重量％程度の範囲で調
節される。また重合反応は、通常６０～１００℃の温度条件下、２～８時間かけて行われ
る。さらに増粘剤、濡れ剤、レベリング剤、消泡剤等を適宜添加することができる。
【００５０】
［エネルギー線硬化型重合体（Ａ）］
　本発明のエネルギー線硬化型重合体（Ａ）は、前述のラジカル発生基含有重合体（ａ１
）の官能基含有モノマー由来の官能基に、エネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）を反
応させて得られる。
【００５１】
［エネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）］
　エネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）には、ラジカル発生基含有重合体（ａ１）中
の官能基と反応しうる置換基が含まれている。この置換基は前記官能基の種類により様々
である。たとえば、官能基がヒドロキシ基またはカルボキシル基の場合、置換基としては
イソシアナート基、エポキシ基等が好ましく、官能基がカルボキシル基の場合、置換基と
してはイソシアナート基、エポキシ基等が好ましく、官能基がアミノ基または置換アミノ
基の場合、置換基としてはイソシアナート基等が好ましく、官能基がエポキシ基の場合、
置換基としてはカルボキシル基が好ましい。このような置換基は、エネルギー線重合性基
含有化合物（ａ２）１分子毎に一つずつ含まれている。
【００５２】
　またエネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）には、エネルギー線重合性基である炭素
－炭素二重結合が１分子毎に１～５個、好ましくは１～２個含まれている。このようなエ
ネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）の具体例としては、メタクリロイルオキシエチル
イソシアナート、メタ－イソプロペニル－α，α－ジメチルベンジルイソシアナート、メ
タクリロイルイソシアナート、アリルイソシアナート、グリシジル（メタ）アクリレート
；（メタ）アクリル酸等が挙げられる。また、ジイソシアナート化合物またはポリイソシ
アナート化合物と、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとの反応により得られるアク
リロイルモノイソシアナート化合物；ジイソシアナート化合物またはポリイソシアナート
化合物と、ポリオール化合物と、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレートとの反応により
得られるアクリロイルモノイソシアナート化合物などがあげられる。
【００５３】
　またエネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）としては、下記のようなエネルギー線重
合性基含有ポリアルキレンオキシ化合物も使用することができる。
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【化５】

【００５４】
　式中、Ｒ１は水素またはメチル基、好ましくはメチル基であり、Ｒ２～Ｒ５はそれぞれ
独立に水素または炭素数１～４のアルキル基であり、好ましくは水素であり、またｎは２
以上の整数であり、好ましくは２～４である。複数存在するＲ２～Ｒ５は互いに同一であ
っても異なっていてもよい。すなわち、ｎが２以上であるため、上記式で表される重合性
基含有ポリアルキレンオキシ基には、Ｒ２が２以上含まれる。この際、２以上存在するＲ
２は、互いに同一であっても異なっていてもよい。Ｒ３～Ｒ５についても同様である。Ｎ
ＣＯはイソシアナート基を示す。
【００５５】
［エネルギー線硬化型重合体（Ａ）の製造］
　本発明のエネルギー線硬化型重合体（Ａ）は、上記ラジカル発生基含有重合体（ａ１）
と、該ラジカル発生基含有重合体（ａ１）に含まれる官能基に反応する置換基を有するエ
ネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）とを反応させることによって得られる。以下、エ
ネルギー線硬化型重合体（Ａ）の製法について特にアクリル系共重合体を主骨格とする例
について詳述するが、本発明のエネルギー線硬化型重合体（Ａ）は下記製法により得られ
るものに限定はされない。
【００５６】
　エネルギー線硬化型重合体（Ａ）を製造するにあたり、エネルギー線重合性基含有化合
物（ａ２）は、ラジカル発生基含有重合体（ａ１）の官能基含有モノマー１００当量当た
り、通常１００～５当量、好ましくは７０～１０当量、特に好ましくは４０～１５当量の
割合で用いられる。
【００５７】
　ラジカル発生基含有重合体（ａ１）とエネルギー線重合性基含有化合物（ａ２）との反
応は、通常は室温程度の温度で常圧にて２４時間程度行なわれる。この反応は例えば酢酸
エチル等の溶液中で、ジブチル錫ラウレート等の触媒を用いて行なうことが好ましい。
【００５８】
　この結果、ラジカル発生基含有重合体（ａ１）中の側鎖に存在する官能基と、エネルギ
ー線重合性基含有化合物（ａ２）中の置換基とが反応し、エネルギー線重合性基含有基が
ラジカル発生基含有重合体（ａ１）中の側鎖に導入されアクリル系のエネルギー線硬化型
重合体（Ａ）が得られる。この反応における官能基と置換基との反応率は、通常７０％以
上、好ましくは８０％以上であり、未反応の官能基がエネルギー線硬化型重合体（Ａ）中
に残留しないものが好ましい。
【００５９】
　またエネルギー線重合性基含有ポリアルキレンオキシ化合物を使用した場合には、エネ
ルギー線重合性基がポリアルキレンオキシ基を介して結合したアクリル系のエネルギー線
硬化型重合体（Ａ）が得られる。
【００６０】
　エネルギー線重合性基およびラジカル発生基が結合されたエネルギー線硬化型重合体（
Ａ）の重量平均分子量は、好ましくは３００，０００～１，６００，０００であり、さら
に好ましくは４００,０００～９００,０００である。また、エネルギー線硬化型重合体（
Ａ）中には、１００ｇ当たり、通常１×１０２１～１×１０２４個、好ましくは５×１０
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２１～８×１０２３個、特に好ましくは１×１０２２～５×１０２３個の重合性基が含有
されている。また、エネルギー線硬化型重合体（Ａ）中には、１００ｇ当たり、通常１×
１０２０～１×１０２４個、好ましくは２×１０２０～５×１０２３個、特に好ましくは
５×１０２０～２×１０２３個のラジカル発生基が含有されている。
【００６１】
［エネルギー線硬化型粘着剤組成物］
　本発明のエネルギー線硬化型重合体に、必要に応じて適当な添加剤を配合することによ
り、エネルギー線硬化型の粘着剤組成物が得られる。
【００６２】
　添加剤としては例えば、架橋剤（Ｂ）、粘着付与剤、顔料、染料、フィラーが挙げられ
るが、これらの配合無しにエネルギー線硬化型重合体のみで粘着剤組成物としてもよい。
【００６３】
［（Ｂ）架橋剤］
　架橋剤（Ｂ）としては例えば、有機多価イソシアナート化合物、有機多価エポキシ化合
物、有機多価イミン化合物等があげられる。
【００６４】
　上記有機多価イソシアナート化合物としては、芳香族多価イソシアナート化合物、脂肪
族多価イソシアナート化合物、脂環族多価イソシアナート化合物が挙げられる。有機多価
イソシアナート化合物のさらに具体的な例としては、たとえば２，４－トリレンジイソシ
アナート、２，６－トリレンジイソシアナート、１，３－キシリレンジイソシアナート、
１，４－キシレンジイソシアナート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアナート、
ジフェニルメタン－２，４’－ジイソシアナート、３－メチルジフェニルメタンジイソシ
アナート、ヘキサメチレンジイソシアナート、イソホロンジイソシアナート、ジシクロヘ
キシルメタン－４，４’－ジイソシアナート、ジシクロヘキシルメタン－２，４’－ジイ
ソシアナート、リジンイソシアナートなどが挙げられる。これらの多価イソシアナート化
合物の三量体、ならびにこれら多価イソシアナート化合物とポリオール化合物とを反応さ
せて得られる末端イソシアナートウレタンプレポリマー等も使用することができる。
【００６５】
　上記有機多価エポキシ化合物の具体例としては、ビスフェノールＡ型エポキシ化合物、
ビスフェノールＦ型エポキシ化合物、1,3-ビス(N,N-ジグリシジルアミノメチル)ベンゼン
、1,3-ビス(N,N-ジグリシジルアミノメチル)トルエン、N,N,N',N'-テトラグリシジル-4,4
-ジアミノジフェニルメタン等を挙げることができる。
【００６６】
　上記有機多価イミン化合物の具体例としては、N,N'-ジフェニルメタン-4,4'-ビス(1-ア
ジリジンカルボキシアミド)、トリメチロールプロパン-トリ-β-アジリジニルプロピオナ
ート、テトラメチロールメタン-トリ-β-アジリジニルプロピオナート、N,N'-トルエン-2
,4-ビス(1-アジリジンカルボキシアミド)トリエチレンメラミン等を挙げることができる
。
【００６７】
［エネルギー線硬化型粘着剤組成物の作成］
　上記のような架橋剤（Ｂ）の使用量は、エネルギー線硬化型重合体（Ａ）１００重量部
に対して、好ましくは０．０１～２０重量部、特に好ましくは０．１～１０重量部程度で
ある。
【００６８】
　このようにして作成したエネルギー線硬化型粘着剤組成物は、エネルギー線硬化型重合
体（Ａ）自体が、光重合開始剤としての機能と、エネルギー線重合性化合物としての機能
を有するため、エネルギー線硬化型重合体（Ａ）にさらに、光重合開始剤やエネルギー線
重合性化合物などの低分子量化合物を添加する必要がない。このため本発明のエネルギー
線硬化型粘着剤組成物によれば、粘着剤組成物中に含まれる低分子量化合物量が著しく低
減され、低分子量化合物の揮発に伴う組成変化、アウトガス発生等の諸問題を解消するこ
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とができる。
【００６９】
　しかしながら、本発明の目的を損なわない範囲で、該粘着剤には、光重合開始剤、エネ
ルギー線重合性低分子量化合物、顔料、染料、フィラー等が含まれていても良い。これら
のうち、分子量が１０００以下の低分子量化合物は、粘着剤中に３重量％以下の割合で含
まれていても良い。
【００７０】
［粘着シート］
　本発明の粘着剤組成物より得られる粘着剤層が基材に塗布されることにより、本発明の
粘着シートが得られる。また必要に応じて、粘着剤層を保護するために剥離フィルムを使
用してもよい。
【００７１】
［基材］
　本発明の粘着シートに用いられる基材としては、特に限定はされないが例えばポリエチ
レンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム
、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム
、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポリウ
レタンフィルム、エチレン酢ビフィルム、アイオノマー樹脂フィルム、エチレン・（メタ
）アクリル酸共重合体フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸エステル共重合体フィル
ム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、フッ素樹脂フィルム、低密度ポ
リエチレン（ＬＤＰＥ）フィルム、直鎖低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）フィルム、お
よびその水添加物または変性物等からなるフィルムが用いられる。またこれらの架橋フィ
ルムも用いられる。上記の基材は１種単独でもよいし、さらにこれらを２種類以上組み合
わせた複合フィルムであってもよい。
【００７２】
　また基材の厚さは用途によって様々であるが、通常は２０～５００μｍ、好ましくは５
０～３００μｍ程度である。
【００７３】
　たとえば後述するように、粘着剤を硬化するために照射するエネルギー線として紫外線
を用いる場合には、これらのうち紫外線に対して透明である基材が好ましい。またエネル
ギー線として電子線を用いる場合には透明である必要はないので、上記のフィルムの他、
これらを着色した不透明フィルム等を用いることができる。
【００７４】
［剥離フィルム］
　剥離フィルムとしては、剥離性の表面を有する種々のフィルムが用いられる。このよう
な剥離フィルムとしては、具体的には、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム
、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ塩
化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム
、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン酢ビフィルム
、アイオノマー樹脂フィルム、エチレン・（メタ）アクリル酸共重合体フィルム、エチレ
ン・（メタ）アクリル酸エステル共重合体フィルム、ポリスチレンフィルム、ポリカーボ
ネートフィルム、フッ素樹脂フィルム、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）フィルム、直鎖
低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）フィルム、およびその水添加物または変性物等からな
るフィルムなどが用いられる。またこれらの架橋フィルムも用いられる。上記の基材は１
種単独でもよいし、さらにこれらを２種類以上組み合わせた複合フィルムであってもよい
。
【００７５】
　剥離フィルムとしては、上記したようなフィルムの一方の表面に剥離処理を施したフィ
ルムが好ましい。剥離処理に用いられる剥離剤としては、特に限定はないが、シリコーン
系、フッ素系、アルキッド系、不飽和ポリエステル系、ポリオレフィン系、ワックス系等
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が用いられる。特にシリコーン系の剥離剤が低剥離力を実現しやすいので好ましい。剥離
フィルムに用いるフィルムがポリオレフィンフィルムのようにそれ自身の表面張力が低く
、粘着層に対し低剥離力を示すものであれば、剥離処理を行わなくてもよい。
【００７６】
　剥離処理の方法としては、剥離剤をそのまま無溶剤で、または溶剤希釈やエマルション
化して、グラビアコーター、メイヤーバーコーター、エアナイフコーター、ロールコータ
ー等により該フィルムに塗布し、加熱または紫外線あるいは電子線の照射により硬化させ
て剥離層を形成する。
【００７７】
　上記の剥離フィルムの厚さは、好ましくは１２μｍ以上であり、さらに好ましくは１５
～１０００μｍ、特に好ましくは５０～２００μｍである。剥離フィルムが薄すぎると、
粘着シートを構成する各層を積層する工程や、粘着シートを巻き取る工程において蓄積さ
れるストレスに対する、粘着シート自体の寸法安定性が不足する。剥離フィルムが厚すぎ
ると粘着シートの総厚が過大となるため取り扱いが困難になる。
【００７８】
［粘着シートの製造］
　本発明の粘着シートは、前述のエネルギー線硬化型粘着剤組成物と基材とからなる。本
粘着シートは、該エネルギー線硬化型粘着剤をロールナイフコーター、コンマコーター、
グラビアコーター、ダイコーター、リバースコーターなど一般に公知の方法にしたがって
各種の基材上に適宜の厚さで塗工して乾燥させて粘着剤層を形成し、次いで必要に応じ粘
着剤層上に剥離フィルムを貼り合わせることによって得られる。また粘着剤層を剥離フィ
ルム上に設け、これを上記基材に転写することで製造してもよい。
【００７９】
　粘着剤層の厚さは、用途によって様々であるが、通常は５～１００μｍ、好ましくは１
０～４０μｍ程度である。粘着剤層の厚さが薄くなると粘着性や表面保護機能が低下する
おそれがある。
【００８０】
　本発明にかかる粘着シートはエネルギー線照射により粘着力を低下することが出来るが
、エネルギー線としては、具体的には紫外線、電子線等が用いられる。また、その照射量
は、エネルギー線の種類によって様々であり、たとえば紫外線を用いる場合には紫外線強
度は５０～３００ｍＷ／ｃｍ２、紫外線照射量は１００～１２００ｍＪ／ｃｍ２程度が好
ましい。
【００８１】
　本発明において用いられるエネルギー線硬化型粘着剤層は、エネルギー線照射前には充
分な接着力を有するため、例えば裏面研削やダイシングなどの半導体ウエハ加工工程にお
いて、半導体ウエハを確実に保持することができる。
【００８２】
　前記エネルギー線硬化型粘着剤層はエネルギー線の照射により硬化し、接着力が激減す
る。例えば半導体ウエハ鏡面に対する接着力は、エネルギー線の照射前には、好ましくは
２０００～１５０００ｍＮ／２５ｍｍ、さらに好ましくは５０００～１００００ｍＮ／２
５ｍｍ程度であるのに対し、照射後には、照射前の１～５０％程度にコントロールできる
。
【００８３】
［半導体ウエハの加工方法］
　本発明の粘着シートは、下記に示すように半導体ウエハの加工に用いることが出来る。
【００８４】
（ウエハ裏面研削方法）
　ウエハの裏面研削においては、表面に回路が形成された半導体ウエハの回路面にウエハ
加工用粘着シートを貼付して回路面を保護しつつウエハの裏面を研削し、所定厚みのウエ
ハとする。
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【００８５】
　半導体ウエハはシリコンウエハであってもよく、またガリウム・砒素などの化合物半導
体ウエハであってもよい。ウエハ表面への回路の形成はエッチング法、リフトオフ法など
の従来より汎用されている方法を含む様々な方法により行うことができる。半導体ウエハ
の回路形成工程において、所定の回路が形成される。このようなウエハの研削前の厚みは
特に限定はされないが、通常は５００～１０００μｍ程度である。
【００８６】
　ついで裏面研削時には、表面の回路を保護するために回路面に本発明の粘着シートを貼
付する。裏面研削は粘着シートが貼付されたままグラインダーおよびウエハ固定のための
吸着テーブル等を用いた公知の手法により行われる。裏面研削工程の後、研削によって生
成した破砕層を除去する処理が行われてもよい。
【００８７】
　裏面研削工程後、粘着シートにエネルギー線を照射し、粘着剤を硬化させて粘着力を低
減した後、回路面から粘着シートを剥離する。本発明の粘着シートによれば、エネルギー
線照射前には充分な接着力を有するため、ウエハの裏面研削時にはウエハを確実に保持し
、また切削水の回路面への浸入を防止できる。またエネルギー線照射による硬化後の粘着
剤は接着力が著しく低減されるため、回路面から容易に剥離でき、回路面への糊残りを低
減することができる。
【００８８】
　さらに本発明のエネルギー線硬化型粘着剤によれば粘着剤に含まれる低分子量化合物量
が著しく低減されるため、切削水による低分子量化合物の流失がない。
【００８９】
（ウエハ裏面加工方法）
　また上記の裏面研削工程に続いて、ウエハ裏面に種々の加工が施されることがある。
【００９０】
　例えばウエハ裏面にさらに回路パターンを形成するため、エッチング処理等の発熱を伴
う処理を行うことがある。またウエハ裏面にダイボンドフィルムを加熱圧着することもあ
る。これらの工程時においても本発明の粘着シートを貼付することにより回路パターンを
保護することができるが、高温条件下に曝されることになる。しかし、本発明の粘着シー
トの粘着剤層には低分子量化合物が実質的に含まれていないため、加工中の発熱、加熱に
よる低分子量化合物の揮発も防止される。
【００９１】
（ウエハダイシング方法）
　本発明の粘着シートはエネルギー線照射により接着力が激減する性質を有するため、ダ
イシングシートとして使用することもできる。
【００９２】
　ダイシングシートとして使用する場合には、ウエハの裏面に本発明の粘着シートを貼付
する。ダイシングシートの貼付は、マウンターと呼ばれる装置により行われるのが一般的
だが特に限定はされない。
【００９３】
　半導体ウエハのダイシング方法は特に限定はされない。一例としてウエハのダイシング
時にはダイシングテープの周辺部をリングフレームにより固定した後、ダイサーなどの回
転丸刃を用いるなどの公知の手法によりウエハのチップ化を行う方法などが挙げられる。
またレーザー光を用いたダイシング法であってもよい。本発明の粘着シートによれば粘着
剤に含まれる低分子量化合物量が著しく低減されるため、切削水による低分子量化合物の
流失がない。
【００９４】
　次いで粘着シートにエネルギー線を照射し、粘着剤を硬化させて粘着力を低減した後、
チップを粘着シートからピックアップする。ピックアップされたチップはその後、常法に
よりダイボンド、樹脂封止がされ半導体装置が製造される。本発明の粘着シートによれば
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チップ裏面への糊残りや低分子量化合物による汚染が低減され、チップ裏面の残留物によ
る悪影響は生じない。
【００９５】
　以上、本発明のエネルギー線硬化型重合体について、特にウエハ加工用粘着シートにお
ける粘着剤層の主成分として使用する場合を例にとって説明したが、本発明のエネルギー
線硬化型重合体は、上記の他にも例えば、揮発成分の発生で悪影響が懸念されるエネルギ
ー線硬化型の成形樹脂、接着剤、塗料、インキにも使用することができる。
【実施例】
【００９６】
　以下本発明を実施例により説明するが、本発明はこれら実施例に限定されるものではな
い。
【００９７】
（実施例１）
（ラジカル発生基含有モノマーの合成）
　1-[4-(2-ヒドロキシエトキシ)-フェニル]-2-ヒドロキシ-2-メチル-1-プロパン-1-オン
（チバ・スペシャリティケミカルズ社製、イルガキュア２９５９）と、メタクリロイルオ
キシエチルイソシアナートとを等モル比で混合し、反応させてラジカル発生基含有モノマ
ーを得た。
【００９８】
（ラジカル発生基含有重合体の合成）
　ブチルアクリレート５７重量部、メチルメタクリレート１０重量部、官能基含有モノマ
ーとして２－ヒドロキシエチルアクリレート２８重量部および上記で調製したラジカル発
生基含有重合性モノマー５重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合し、アクリル系の
ラジカル発生基含有重合体を合成した。重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロ
ニトリル、連鎖移動剤として２，４－ジフェニル－４－メチル－１－ペンテンを用いた。
（以下、特に記載が無ければ、ラジカル発生基含有重合体合成時の重合開始剤と連鎖移動
剤は上記のものを使用）。
【００９９】
（エネルギー線硬化型重合体の作成）
　このアクリル系のラジカル発生基含有重合体固形分１００重量部と、メタクリロイルオ
キシエチルイソシアナート３０重量部（アクリル系のラジカル発生基含有重合体の官能基
であるヒドロキシ基１００当量に対して８０当量）とを反応させ、重合性基およびラジカ
ル発生基が結合してなる重量平均分子量６３０，０００のアクリル系のエネルギー線硬化
型重合体の酢酸エチル溶液（３０％溶液）を得た。
【０１００】
（エネルギー線硬化型粘着剤組成物の作成）
　このアクリル系のエネルギー線硬化型重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イ
ソシアナート化合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分
）とを混合し、アクリル系のエネルギー線硬化型粘着剤組成物を得た。
【０１０１】
（粘着シートの作成）
　上記粘着剤組成物を、ロールナイフコーターを用いて、乾燥後の塗布厚が４０μｍとな
るように、剥離シートとしてシリコーン剥離処理したポリエチレンテレフタレートフィル
ム（厚さ３８μｍ）の剥離処理面に塗布し、１００℃および１２０℃で２分間乾燥した後
、得られた粘着剤層に、基材として厚さ１１０μｍのポリエチレンフィルムを積層し、粘
着シートを得た。粘着力の安定化のために２３℃５０％ＲＨの雰囲気下に７日放置した後
、下記の物性、および性能を評価した。
【０１０２】
「粘着力」
　得られた粘着シートの粘着力を以下のように測定した。
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【０１０３】
　被着体をシリコンウエハの鏡面とした以外は、ＪＩＳ　Ｚ０２３７に準じて、万能型引
張試験機（株式会社オリエンテック製、ＴＥＮＳＩＬＯＮ／ＵＴＭ－４－１００）を用い
て、剥離速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０°にて粘着シートの粘着力を測定し、エネ
ルギー線硬化前の粘着力とした。
【０１０４】
　また、粘着シートをシリコンウエハの鏡面に貼付してから、２３℃、５０％ＲＨの雰囲
気下に２０分間放置した後、粘着シートの基材側より、紫外線照射装置（リンテック株式
会社製、ＲＡＤ－２０００）を用いて、紫外線照射（照射条件：照度３５０ｍＷ／ｃｍ２

，光量２００ｍＪ／ｃｍ２）を行った。紫外線照射後の粘着シートにつき、上記と同様に
して粘着力を測定し、エネルギー線硬化後の粘着力とした。
【０１０５】
「表面汚染性」
　上記粘着シートを、半導体ウエハの裏面研削時の表面保護シートとして用いた際の表面
汚染性を以下のように評価した。
【０１０６】
　テープラミネーター（リンテック株式会社製、ＲＡＤ－３５１０）を用いて、シリコン
ダミーウエハ（厚さ：７２５μｍ、表面状態：最大の段差が２０μｍとなる回路パターン
を有する）に上記粘着シートを貼付した。その後、ウエハ裏面研削装置（株式会社ディス
コ製、ＤＧＰ－８７６０）を用いてウエハ厚を１００μｍまで研削した。次に粘着シート
の基材側より、紫外線照射装置（リンテック株式会社製、ＲＡＤ－２０００）を用いて、
紫外線照射（照射条件：照度３５０ｍＷ／ｃｍ２，光量２００ｍＪ／ｃｍ２）を行った。
次いで、テープマウンター（リンテック株式会社製、ＲＡＤ－２０００Ｆ／１２）を用い
て、研削面にダイシングテープ（リンテック株式会社製、Ｄ－１８５）を貼付し、前記粘
着シートを回路面から剥離した。
【０１０７】
　次いでシリコンダミーウエハの回路面をデジタル顕微鏡（キーエンス社製、デジタルマ
イクロスコープＶＨＸ－２００）を用いて倍率２０００倍で観察し、粘着剤残渣が観察さ
れなかった場合を、表面汚染性「良好」とし、残渣が観察された場合を「不良」と評価し
た。
【０１０８】
「加熱後の重量減少率（アウトガス量）」
　加熱後の重量減少率は、示差熱・熱重量同時測定装置（島津製作所(株)製、ＤＴＧ－６
０）を用いて重量減少にて測定した。上記粘着シートの小片（０．０１ｇ、剥離フィルム
は除去）を１０℃／分で１２０℃まで昇温後、１２０℃、６０分間加熱した後、常温に戻
し、加熱前後での重量変化率により求めた。
【０１０９】
　（実施例２）
　ブチルアクリレート６８．２重量部、メチルメタクリレート１０重量部、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート１６．８重量部および実施例１で調製したラジカル発生基含有モノ
マー５重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合しアクリル系のラジカル発生基含有重
合体を生成した。このラジカル発生基含有重合体の固形分１００重量部と、メタクリロイ
ルオキシエチルイソシアナート１８．７重量部（ラジカル発生基含有重合体の官能基であ
るヒドロキシ基１００当量に対して８３．３当量）とを反応させ、重合性基およびラジカ
ル発生基が結合してなる重量平均分子量６８０，０００のエネルギー線硬化型重合体の酢
酸エチル溶液（３０％溶液）を得た。
【０１１０】
　このエネルギー線硬化型重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イソシアナート
化合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分）とを混合し
、エネルギー線硬化型粘着剤組成物を得た。
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【０１１１】
　上記粘着剤組成物を用いて粘着剤層を形成したこと以外は実施例１と同様の操作を行っ
た。結果を表１に示す。
【０１１２】
（実施例３）
　ブチルアクリレート６８．２重量部、メチルメタクリレート１０重量部、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート１６．８重量部および実施例１で調製したラジカル発生基含有モノ
マー１重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合しアクリル系のラジカル発生基含有重
合体を生成した。このラジカル発生基含有重合体の固形分１００重量部と、メタクリロイ
ルオキシエチルイソシアナート１８．７重量部（ラジカル発生基含有重合体の官能基であ
るヒドロキシ基１００当量に対して８３．３当量）とを反応させ、重合性基およびラジカ
ル発生基が結合してなる重量平均分子量６８０，０００のアクリル系のエネルギー線硬化
型重合体の酢酸エチル溶液（３０％溶液）を得た。
【０１１３】
　このエネルギー線硬化型重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イソシアナート
化合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分）とを混合し
、エネルギー線硬化型粘着剤組成物を得た。
【０１１４】
　上記粘着剤組成物を用いて粘着剤層を形成したこと以外は実施例１と同様の操作を行っ
た。結果を表１に示す。
【０１１５】
（比較例１）
（粘着剤組成物の作成）
　ブチルアクリレート６２重量部、メチルメタクリレート１０重量部、２－ヒドロキシエ
チルアクリレート２８重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合しアクリル系共重合体
を生成した。このアクリル系共重合体の固形分１００重量部と、メタクリロイルオキシエ
チルイソシアナート３０重量部（アクリル系共重合体の官能基であるヒドロキシ基１００
当量に対して８０当量）とを反応させ、アルキレンオキシ基を介して重合性基が結合して
なる重量平均分子量６００，０００のアクリル系粘着性重合体の酢酸エチル溶液（３０％
溶液）を得た。
【０１１６】
　このアクリル系粘着性重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イソシアナート化
合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分）と、光重合開
始剤（チバ・スペシャリティケミカルズ社製、イルガキュア１８４）３．３重量部（固形
分）を混合し、粘着剤組成物を得た。
【０１１７】
　上記粘着剤組成物を用いて粘着剤層を形成したこと以外は実施例２と同様の操作を行っ
た。結果を表１に示す。
【０１１８】
　（比較例２）
　ブチルアクリレート７３．２重量部、メチルメタクリレート１０重量部、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート１６．８重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合しアクリル系
共重合体を生成した。このアクリル系共重合体の固形分１００重量部と、メタクリロイル
オキシエチルイソシアナート１８．７重量部（アクリル系共重合体の官能基であるヒドロ
キシ基１００当量に対して８３．３当量）とを反応させ、アルキレンオキシ基を介して重
合性基が結合してなる重量平均分子量６００，０００のアクリル系粘着性重合体の酢酸エ
チル溶液（３０％溶液）を得た。
【０１１９】
　このアクリル系粘着性重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イソシアナート化
合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分）と、光重合開
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分）を混合し、粘着剤組成物を得た。
【０１２０】
　上記粘着剤組成物を用いて粘着剤層を形成したこと以外は実施例２と同様の操作を行っ
た。結果を表１に示す。
【０１２１】
　（比較例３）
　ブチルアクリレート７３．２重量部、メチルメタクリレート１０重量部、２－ヒドロキ
シエチルアクリレート１６．８重量部を用いて酢酸エチル溶媒中で溶液重合し、重量平均
分子量６００，０００のアクリル系共重合体を生成した。このアクリル系共重合体の固形
分１００重量部と、メタクリロイルオキシエチルイソシアナート１８．７重量部（アクリ
ル系共重合体の官能基であるヒドロキシ基１００当量に対して８３．３当量）とを反応さ
せ、アルキレンオキシ基を介して重合性基が結合してなるアクリル系粘着性重合体の酢酸
エチル溶液（３０％溶液）を得た。
【０１２２】
　このアクリル系粘着性重合体１００重量部に対し、架橋剤として多価イソシアナート化
合物（日本ポリウレタン社製、コロネートＬ）０．６２５重量部（固形分）と、光重合開
始剤（チバ・スペシャリティケミカルズ社製、イルガキュア１８４）３．３重量部（固形
分）を混合し、粘着剤組成物を得た。
【０１２３】
　上記粘着剤組成物を用いて粘着剤層を形成したこと以外は実施例２と同様の操作を行っ
た。結果を表１に示す。
【表１】
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